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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第28期
第３四半期
累計期間

第29期
第３四半期
累計期間

第28期
第３四半期
会計期間

第29期
第３四半期
会計期間

第28期

会計期間

自平成21年
４月１日
至平成21年
12月31日

自平成22年
４月１日
至平成22年
12月31日

自平成21年
10月１日
至平成21年
12月31日

自平成22年
10月１日
至平成22年
12月31日

自平成21年
４月１日
至平成22年
３月31日

売上高（千円） 9,125,6969,280,2483,254,7013,342,18712,167,025

経常利益（千円） 4,662 38,231 2,926 36,200 20,309

四半期（当期）純利益（千円） 1,862 9,411 1,169 31,489 26,561

持分法を適用した場合の投資利益

（千円）
－ － － － －

資本金（千円） － － 331,986 331,986 331,986

発行済株式総数（株） － － 22,965 22,965 22,965

純資産額（千円） － － 2,034,0592,006,7042,053,768

総資産額（千円） － － 4,640,3285,162,3554,575,803

１株当たり純資産額（円） － － 95,348.0495,621.1096,702.55

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
86.82 446.60 54.76 1,499.151,240.84

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

１株当たり配当額（円） － － － － 2,000

自己資本比率（％） － － 43.8 38.9 44.9

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△276,680 98,693 － － △216,603

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
46,365 21,282 － － 48,015

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
101,618△119,303 － － 400,363

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ － 431,086 791,838 791,664

従業員数（人） － － 134 130 134

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。　

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。

５．△はキャッシュ・フローにおける支出超過を示しております。
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２【事業の内容】

　当第３四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、主要な関係会社に

おける異動もありません。

３【関係会社の状況】

　当第３四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

提出会社の状況

 平成22年12月31日現在

従業員数（人） 130 (108)

　（注）従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数（外書）は、期間社員（アルバイト）の当第３四半期会計期間の平均

雇用人員（１人当たり１日８時間換算にて算出）であります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

　当社は、情報機器店頭小売販売事業を営んでいるため、生産状況及び受注状況は記載しておりません。

　また、当社はパソコンを中心とした小売業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載は行っておりません。

参考情報として、品目別商品仕入実績、品目別販売実績及び地域別販売実績を記載しております。

(1) 商品仕入実績

　当第３四半期会計期間の商品仕入実績を「品目別」に示すと、次のとおりであります。

品目別
当第３四半期会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

前年同四半期比（％）

　パソコン本体系商品 (千円) 1,142,188 149.7

周辺機器 (千円) 997,637 125.3

ＤＯＳ/Ｖパーツ (千円) 562,950 77.5

ソフト・サプライ (千円) 515,051 88.5

バイク関連商品 (千円) 203,570 117.9

ＬＥＤ関連商品 (千円) 24,298 －

サービス＆サポート (千円) 7,098 33.2

合計 (千円) 3,452,795 112.8

　（注）１．商品仕入実績の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．金額は、仕入価格によるものです。

３．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

(2) 販売実績

①　当第３四半期会計期間の販売実績を「品目別」に示すと、次のとおりであります。

　品目別
当第３四半期会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

前年同四半期比（％）

　パソコン本体系商品 (千円) 706,388 102.1

周辺機器 (千円) 691,360 101.4

ＤＯＳ/Ｖパーツ (千円) 629,806 85.5

ソフト・サプライ (千円) 584,910 96.4

バイク関連商品 (千円) 214,619 106.1

通信販売 (千円) 509,978 137.0

ＬＥＤ関連商品 (千円) 22,309 －

サービス＆サポート (千円) 43,309 60.3

その他

（ポイント使用額含む）
(千円) △60,495 55.7

合計 (千円) 3,342,187 102.7

　（注）１．販売実績の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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②　当第３四半期会計期間の販売実績を「地域別」に示すと、次のとおりです。

地域別

当第３四半期会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

店舗数 売上高（千円） 前年同四半期比（％）

東北 2 122,928 98.2

関東 4 481,913 89.0

東海東部 4 349,397 103.7

東海中部 5 575,396 104.7

東海西部 4 671,808 98.9

北陸 3 384,421 98.1

西日本 3 246,342 95.4

通信販売 － 509,978 137.0

合計 25 3,342,187 102.7

 （注）１．売上高の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．売上高の金額は、ポイント使用額（売上値引き額）を控除しております。

３．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

２【事業等のリスク】

　当第３四半期会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中における将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において、当社が判断したものであります。

(1) 経営成績の分析

　当第３四半期会計期間におけるわが国経済は、家電エコポイント制度やエコカー補助金・減税などの景気刺激策に

より個人消費の一部で明るさが見られたものの、雇用情勢については引き続き厳しい状況であり、消費者の節約・低

価格指向は根強く、個人消費の本格的な回復には至りませんでした。

　このような状況の中、当社では当事業年度より実施しております既存店のレイアウト変更等によるリニューアル

オープンセール、専門店としての品揃え強化の継続実施に加えて、顧客提案型販売を強化しており、パソコンを使った

パソコンレジの導入提案や、ＬＥＤ電球を活用した多灯分散方式によるエコ照明の提案等を店頭で実践し、顧客ニー

ズの掘り起こしを図っております。

　その他にも、月額制会員サービスである「ＺＯＡ倶楽部」の加入獲得にも力を入れており、当第３四半期末時点の加

入者数は約3,600名となっております。

　これら施策の実践により、単価下落の著しいパソコン市場において、前年同期を上回る売上高・利益を上げておりま

す。

　以上の結果、当第３四半期会計期間の業績については、売上高3,342,187千円（前年同期比2.7%増）、経常利益36,200

千円（前年同期比1,137.1%増）、四半期純利益31,489千円（前年同期比2,593.7%増）となりました。

(2) 財政状態の分析

　当第３四半期会計期間末における総資産は、前期末に比べて586,551千円増加し、5,162,355千円となりました。

その主たる要因は、たな卸資産が695,585千円増加し、差入保証金が29,765千円減少したこと等によるものでありま

す。

　負債については、前期末に比べて633,616千円増加し、3,155,650千円となりました。その主たる要因は、買掛金が

710,390千円増加し、長期借入金が62,718千円減少したこと等によるものであります。

　純資産については、前期末に比べて47,064千円減少し、2,006,704千円となりました。この結果、当第３四半期会計期

間末における自己資本比率は38.9％、１株当たり純資産額は95,621円10銭となりました。

(3) キャッシュ・フローの状況

　当第３四半期会計期間末における現金及び現金同等物は、791,838千円となりました。当第３四半期会計期間におけ

る各キャッシュ・フローの状況とそれらの増減要因は、以下のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によるキャッシュ・フローは、9,489千円の支出超過となりました。その主たる要因は、たな卸資産が

607,539千円、仕入債務が598,751千円増加したこと等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によるキャッシュ・フローは、2,106千円の支出超過となりました。その主たる要因は、固定資産の取得によ

る支出6,482千円、差入保証金の回収による収入5,775千円等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によるキャッシュ・フローは、207,047千円の支出超過となりました。その主たる要因は、長期借入による収

入200,000千円、借入金の返済による支出403,722千円等によるものであります。

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

(5) 研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第３四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第３四半期会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。

　

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 81,000

計 81,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成22年12月31日）

提出日現在発行数
（株）

（平成23年２月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 22,965 22,965

大阪証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）　

当社は、単元株式制度を採

用しておりません。

計 22,965 22,965 － －

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

　　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金
残高（千円）

平成22年10月１日～

平成22年12月31日
―　 22,965 　― 331,986 　― 323,753

（６）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成22年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

 平成22年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　1,916　 ― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式　21,049　　 21,049

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式。

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 22,965 ― ―

総株主の議決権 ― 21,049 ―

　

②【自己株式等】

 平成22年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社ＺＯＡ 静岡県沼津市大諏訪719 1,916 － 1,916 8.34

計 ― 1,916 － 1,916 8.34
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 65,10059,50058,50062,00059,80055,90052,00053,90063,000

最低（円） 52,80052,30050,10049,70051,80049,10042,60050,00051,000

　（注）　最高・最低株価は、平成22年10月12日より大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであり、

それ以前は大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱにおけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第３四半期会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び前第３四半期累計期間（平成21

年４月１日から平成21年12月31日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第３四半期会計期間（平成

22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半期累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日ま

で）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期会計期間（平成21年10月１日から平成21

年12月31日まで）及び前第３四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期財務諸

表並びに当第３四半期会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半期累計期間（平成

22年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レ

ビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期会計期間末
(平成22年12月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 791,838 791,664

売掛金 296,036 239,906

商品 2,479,109 1,782,644

貯蔵品 3,309 4,189

その他 163,641 249,278

貸倒引当金 △4,825 △4,264

流動資産合計 3,729,110 3,063,418

固定資産

有形固定資産

土地 654,403 654,403

その他（純額） ※1
 324,106

※1
 347,901

有形固定資産合計 978,510 1,002,305

無形固定資産 25,232 37,092

投資その他の資産

差入保証金 374,566 404,332

その他 54,935 68,655

投資その他の資産合計 429,502 472,987

固定資産合計 1,433,244 1,512,384

資産合計 5,162,355 4,575,803

負債の部

流動負債

買掛金 1,447,953 737,563

1年内返済予定の長期借入金 402,548 476,342

未払法人税等 12,243 12,840

賞与引当金 16,000 42,609

ポイント引当金 24,242 36,729

その他 122,460 105,260

流動負債合計 2,025,447 1,411,344

固定負債

長期借入金 1,030,575 1,019,500

長期未払金 24,249 24,249

退職給付引当金 75,378 66,940

固定負債合計 1,130,203 1,110,689

負債合計 3,155,650 2,522,034

純資産の部

株主資本

資本金 331,986 331,986

資本剰余金 323,753 323,753

利益剰余金 1,489,057 1,522,121

自己株式 △138,092 △124,091

株主資本合計 2,006,704 2,053,768

純資産合計 2,006,704 2,053,768

負債純資産合計 5,162,355 4,575,803
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（２）【四半期損益計算書】
【第３四半期累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高 9,125,696 9,280,248

売上原価 7,711,644 7,850,812

売上総利益 1,414,051 1,429,436

販売費及び一般管理費 ※1
 1,406,740

※1
 1,390,629

営業利益 7,311 38,806

営業外収益

受取手数料 10,748 10,339

受取保険料 － 1,961

その他 1,890 518

営業外収益合計 12,639 12,819

営業外費用

支払利息 14,317 12,520

その他 969 873

営業外費用合計 15,287 13,394

経常利益 4,662 38,231

特別損失

固定資産除却損 － 1,184

減損損失 － 257

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 13,245

特別損失合計 － 14,686

税引前四半期純利益 4,662 23,544

法人税等 ※2
 2,800

※2
 14,132

四半期純利益 1,862 9,411
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【第３四半期会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期会計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高 3,254,701 3,342,187

売上原価 2,792,220 2,843,802

売上総利益 462,481 498,385

販売費及び一般管理費 ※1
 458,325

※1
 462,042

営業利益 4,155 36,343

営業外収益

受取手数料 3,451 3,810

その他 32 157

営業外収益合計 3,484 3,967

営業外費用

支払利息 4,451 3,620

その他 262 490

営業外費用合計 4,713 4,110

経常利益 2,926 36,200

税引前四半期純利益 2,926 36,200

法人税等 ※2
 1,756

※2
 4,710

四半期純利益 1,169 31,489
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 4,662 23,544

減価償却費 54,256 43,345

減損損失 － 257

貸倒引当金の増減額（△は減少） 224 561

賞与引当金の増減額（△は減少） △28,014 △26,609

ポイント引当金の増減額（△は減少） 2,469 △12,487

退職給付引当金の増減額（△は減少） 8,641 8,438

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △23,099 －

受取利息及び受取配当金 △93 △68

支払利息 14,317 12,520

売上債権の増減額（△は増加） △41,116 △57,377

たな卸資産の増減額（△は増加） △301,005 △695,585

仕入債務の増減額（△は減少） 96,075 710,390

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 13,245

長期未払金の増減額（△は減少） 24,249 －

その他 △48,125 97,060

小計 △236,559 117,237

利息及び配当金の受取額 93 68

利息の支払額 △13,863 △12,000

法人税等の支払額 △26,350 △6,611

営業活動によるキャッシュ・フロー △276,680 98,693

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △4,648 △6,082

無形固定資産の取得による支出 △911 △1,860

差入保証金の差入による支出 △5,700 △1,560

差入保証金の回収による収入 15,172 17,127

子会社の清算による収入 43,481 －

その他 △1,028 13,657

投資活動によるキャッシュ・フロー 46,365 21,282

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 550,000 －

長期借入れによる収入 － 300,000

長期借入金の返済による支出 △371,828 △362,718

自己株式の取得による支出 △21,649 △14,000

配当金の支払額 △54,903 △42,585

財務活動によるキャッシュ・フロー 101,618 △119,303

現金及び現金同等物に係る換算差額 △299 △496

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △128,994 174

現金及び現金同等物の期首残高 560,081 791,664

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 431,086

※
 791,838
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【継続企業の前提に関する事項】

当第３四半期会計期間（自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日）

該当事項はありません。

【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

会計処理基準に関する事項の変更 　資産除去債務に関する会計基準の適用

　第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基

準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用しており

ます。 

　これにより、営業利益及び経常利益はそれぞれ953千円減少し、税引前四半期

純利益は14,198千円減少しております。

【表示方法の変更】

当第３四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

　（四半期損益計算書）

　前第３四半期累計期間において、営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました、「受取保険金」は、金額的重要

性が増したため、当第３四半期累計期間では区分掲記することとしました。なお、前第３四半期累計期間の営業外収益の

「その他」に含まれる「受取保険金」は1,450千円であります。

【簡便な会計処理】

当第３四半期累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日）

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第３四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

税金費用の計算 　税金費用については、当第３四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純

利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期

純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。 

　なお、法人税等調整額は法人税等に含めて表示しております。
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第３四半期会計期間末
（平成22年12月31日）

前事業年度末
（平成22年３月31日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額 916,606千円

――――――――　

※１．有形固定資産の減価償却累計額 891,149千円

２．コミットメントライン（特定融資枠契約）

　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀

行３行とコミットメントライン（特定融資枠契約）を

締結しております。この契約に基づく当事業年度末の

借入未実行残高は次のとおりであります。

　

コミットメントライン総額 1,000,000千円

借入実行残高 1,000,000千円

借入未実行残高 －

（四半期損益計算書関係）

前第３四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

　　は、次のとおりであります。

給与及び手当 480,460千円

賃借料 275,208千円　

賞与引当金繰入額 20,000千円　

退職給付費用 8,641千円　

役員退職慰労引当金繰入額 1,150千円

　

※２．法人税等の表示方法

　　「法人税、住民税及び事業税」及び「法人税等調整

　額」を「法人税等」として一括掲記しております。

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

　　は、次のとおりであります。

給与及び手当 475,162千円

賃借料 266,675千円　

賞与引当金繰入額 16,000千円　

退職給付費用 9,966千円　

　

　

※２．法人税等の表示方法

　　「法人税、住民税及び事業税」及び「法人税等調整

　額」を「法人税等」として一括掲記しております。

前第３四半期会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

　　は、次のとおりであります。

給与及び手当 159,633千円

賃借料 90,247千円　

賞与引当金繰入額 20,000千円　

退職給付費用 2,645千円　

　

※２．法人税等の表示方法

　　「法人税、住民税及び事業税」及び「法人税等調整

　額」を「法人税等」として一括掲記しております。

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

　　は、次のとおりであります。

給与及び手当 158,610千円

賃借料 89,442千円　

賞与引当金繰入額 16,000千円　

退職給付費用 3,220千円　

　

※２．法人税等の表示方法

　　「法人税、住民税及び事業税」及び「法人税等調整

　額」を「法人税等」として一括掲記しております。
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（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年12月31日現在）

 （千円）

現金及び預金勘定 431,086

預入期間が３ヶ月を超える定期預金　 －

現金及び現金同等物　 431,086

　

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

（平成22年12月31日現在）

 （千円）

現金及び預金勘定 791,838

預入期間が３ヶ月を超える定期預金　 －

現金及び現金同等物　 791,838

　

（株主資本等関係）

当第３四半期会計期間末（平成22年12月31日）及び当第３四半期累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年

12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　22,965株

 

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　   1,979株

 

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

 

４．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月24日

定時株主総会
普通株式 42,476 2,000平成22年３月31日平成22年６月25日利益剰余金

(2) 基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間末後とな

るもの

　該当事項はありません。

　

５．株主資本の金額の著しい変動

　該当事項はありません。

（金融商品関係）

　前事業年度末に比べて著しい変動はありません。

（有価証券関係）

　該当事項はありません。

（デリバティブ取引関係）

　該当事項はありません。

（持分法損益等）

　該当事項はありません。

（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。
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（企業結合等関係）

　該当事項はありません。

（資産除去債務関係）

　前事業年度末に比べて著しい変動はありません。

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社は、パソコンを中心とした小売業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

　

（追加情報）

第１四半期会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年

３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平

成20年３月21日）を適用しております。

（賃貸等不動産関係）

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期会計期間末
（平成22年12月31日）

前事業年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 95,621円 10 銭 １株当たり純資産額 96,702 円 55 銭

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第３四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 86 円 82 銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額 446 円 60 銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

四半期純利益（千円） 1,862 9,411

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 1,862 9,411

期中平均株式数（株） 21,453 21,074

前第３四半期会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 54 円 76 銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額 1,499 円 15 銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

四半期純利益（千円） 1,169 31,489

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 1,169 31,489

期中平均株式数（株） 21,354 21,005

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。　

（リース取引関係）

　該当事項はありません。

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社ＺＯＡ(E03460)

四半期報告書

20/22



 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年２月10日

株式会社ＺＯＡ

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 田原　準平　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 小竹　伸幸　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＺＯＡの平

成21年４月１日から平成22年３月31日までの第28期事業年度の第３四半期会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月

31日まで）及び第３四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四

半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＺＯＡの平成21年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四

半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示し

ていないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成23年２月10日

株式会社ＺＯＡ

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 田原　準平　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 小竹　伸幸　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＺＯＡの平

成22年４月１日から平成23年３月31日までの第29期事業年度の第３四半期会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月

31日まで）及び第３四半期累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四

半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＺＯＡの平成22年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四

半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示し

ていないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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